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Profile

公職歴：
厚生労働省 「シェアリングエコノミーが雇用・労働に与える影響に関する研究会」委員
厚生労働省 「仲介事業業界として守るべきルール検討会」委員
経済産業省 「シェアリングエコノミーにおける経済活動の統計調査研究会」委員
総務省        「情報通信審議会 郵政政策部会 郵便局活性化委員会」委員
国土交通省 「新しい時代のインフラ・交通政策を考える委員会」委員
国土交通省 「関係人口・ライフスタイルに関する懇談会」委員
スポーツ庁 「スポーツスキルとスポーツ施設のシェアリングエコノミー導入促進事業検討会」委員
経済産業省「「Connected Industries 推進のための協調領域データ共有・AI システム開発促進事業／Society 5.0 の実現
に向けたアーキテクチャに関する検討事業 /モビリティサービス分野アーキテクチャ検討委員会」委員
総務省         地域情報化アドバイザー 幹事
内閣官房      内閣官房シェアリングエコノミー伝道師 
福岡市         スマートシティ（スマートイースト研究会）委員
渋谷区         渋谷区観光・産業ビジョン 検討会 委員

一般社団法人シェアリングエコノミー協会事務局長
一般社団法人Public Meets Innovation代表理事

1989年生まれ。「シェア(共有)」の概念に親しみながら育つ。シェアリングエコノミーを通じた新しい

ライフスタイルを提案する活動を行うほか、政府と民間の間で規制緩和や政策推進にも従事。2018
年10月ミレニアル世代のシンクタンク一般社団法人Public Meets Innovationを設立。ほかテレ

ビ朝日「羽鳥慎一モーニングショー」コメンテーターなど幅広く活動。世界経済フォーラム Global 
Future Council Japan メンバー。新しい家族の形「拡張家族」を掲げるコミュニティ一般社団法人

Cift代表理事。著書に「シェアライフ-新しい社会の新しい生き方（クロスメディア・パブリッシング 
2019）」がある。
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約100人と意識で家族になる「拡張家族」を実践

Profile

仕組み

人数：102人 （開始時 38人） 2017年5月〜 

属性：0〜60代（子ども 7人）ポリアモリ、
　　   ゲイ、選択的シングルマザーなど含め
　　　100以上の肩書を持つクリエイター 等

拠点：渋谷キャスト（東急電鉄）の住居フロア
　　　をコミュニティシェアハウスとして運営　　　ほか
全国に3拠点

組織：協同組合型を採用
　　　構成員が家族費として任意で共有口座に
         支払い、家族会議で用途を決定
　　　生活補助費、救済費などに当てる
 
         
 

Photo by 篠山紀信
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シェアリングは、本検討会が目指す DXを通じた経済と持続可能性の両立、市民参画を中心とした

まちづくりの実現に大きく貢献する概念であり、

さらに急速な都市化によってもたらされた、格差と孤独の問題を、信頼とつながりを通じて、失われ

た共助を再構築することで解決し、市民が安心して豊かさや幸せを感じられる

未来社会を実現する。
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シェアリングとは人と人、企業が、スキル・モノ・場所などのあらゆる資産の共同所有、売買、貸借り等
を行う「経済的機能」と地域のつながりを生み出し、新しいコミュニティを創造する「社会的機能」をもつ

概念。

シェアリングエコノミーとは



シェアリングエコノミーについて

Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights reserved.
01

シェアリングエコノミーとは

個人が保有する資産を活用するCtoC型 
企業が有する資産や公共資産をシェアするBtoB型 BtoC /GtoC型  

 
ボートのシェア

介護のシェア
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  協働組合型・非営利のシェアリング「Platform-Coop」

生協（Coop)とテクノロジーを掛け合わせた仕組み

シェアリングエコノミーとは



8

      オリンピック等による大規模イベントにおけるシェアリングエコノミー

シェアリングエコノミーとは
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経済規模は過去最高 20年2兆1,000億円超え、30年には14兆円と予測*1

シェアリングエコノミーとは

*1 ICR情報研究所シェアリングエコノミー関連調査
2020年度調査結果



生活の充実度や幸福度向上・個人のいきがい、つながりやコミュニティを創出する 

シェアリングエコノミーとは



シェアリングエコノミーについて

Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights reserved.
01

シェアリングエコノミーとは

  従来のビジネス  シェアリングエコノミー 

顧客関係  生産者と消費者が 
分かれている 

生産者と消費者の境界線が 
あいまい 

提供価値  標準を意識  個別に特色 

利用価値  所有  共有 

付加価値  新しいものを生産  既製品・遊休資産に付加価値 

購買動機  価格・品質  つながり・社会意義 

購買基準  価格・品質・安全性  信頼 

シェアリングエコノミーは、「つくらない・捨てない」まま付加価値を生む。 

企業も人材のシェア、オフィスのシェア化などサステナブルな経営に変化 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シェアリングエコノミーとは

シェアリングエコノミー サービスは、SDGsの多くの項目に該当。調査結果では 

利用者が「ゴミの量が減った」「新品購入が減った」4人に1人が回答 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❶ 経済

使われていないモノやスキル、遊休資産の活用による 

経済効果と新しい産業・雇用の創出 

❷ 環境

大量生産・大量消費に代わる「つくらない・捨てない」

消費文化  

❸ コミュニティの再生

CtoC普及による、つながり・たすけあい創出に寄与 

 

❹多様な働き方・ライフスタイルの実現

ALL世代 自分の得意やスキルを活かし、多様な選択肢が持てる 

 

シェアリングの価値
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持続可能なまちづくりとしてのシェアリングシティ
シェアリングエコノミーを活用して、少子高齢化や人口減少、空き家・空き店舗の増加、子育て・教育環境の不足など地

域が抱えるさまざまな課題を解決しようと取り組む自治体。余っている人、モノ、空間といった
遊休資産を活用し地域共助によって街づくりを行う。 2012年から世界各都市が推進。国内では 130自治体
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シェアリングシティ（ソウル）

2012年「共有都市（シェアリングシティ）・ソウル」を市長が宣言、「共有都

市・ソウル推進計画」を発表。

急激な都市化による共同体意識の希薄化、さらに過剰消費よる資源の枯

渇や環境破壊という課題を、「シェア (共有)」の概念を政策に取り入れるこ

とで解決を目指した。これまでの都市政策が、道路、駐車場、学校、図書

館などのインフラ建設に集中してきたのに対し、空間や物、才能などの

「遊休資源」の活用を高め、共有インフラを構築しようとした計画。
　・企業・自治体・学校それぞれにシェアエコの啓発

　・2015年に中学・高校でシェアリングの教育が導入

　・シェア企業への財政支援

　・市民の寄贈シェアリング図書館・寄贈スーツの

　　行政シェアサービスなど
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シェアリングシティ（アムステルダム）
● 2009年から持続可能なスマートシティを目指す一環として

2015年2月に「アムステルダム・シェアリングシティ」を宣言

● 2016年4月にアムステルダム市がアクションプランを発表

● 市内の高齢者や低所得者（約 18万人）を対象に、

”City Pass”を発行し、サービスがさまざまな市民に利用

できるように促す。

 



サステナブルシティに向けた視点

Chapter

2

Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights 
reserved.

01



シェアリングエコノミーについて

Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights reserved.
01

都市における格差拡大、孤独・単身世帯増、環境問題、災害や金融ショック、

若者の負担増などの問題は、さらに深刻化していく。

家族形態や就労環境の変化により、人のつながりを通じたセーフティネットが失

　われ、結果、独居老人、引きこもり、子育ての孤立化など「孤独」を感じやすい都市に。

また、若い世代を中心に生活の利便性や物質的な豊かさの追求から、

多様性の中で自分らしさを追求する価値観に変わってきている。

社会構造改革に最も重要なのは

「豊かさのものさし」を見直すことではないか。

　

持続可能な都市にむけた視点 
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これまで これから

社会前提 成長 リスクと共存

資源前提 無限・集中 有限・分散

価値基準 所有 シェア

帰属意識 より大きなものに依存 より小さなものに複数依存

行動動機 利己的動機 利他的動機

個人資産 お金 つながり

ポストコロナの豊かさの変化
企業も個人も自治体運営もリスク共存を前提とした

分散型の経営・ライフスタイル・まちにできるかが重要
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「都市型共助」の再構築
あらゆるセクターを越えたつながりをデジタルによって、

  無数のコミュニティやコモンズ、セーフティネットを生み出す。

いくつもの網目のようなつながりをつくり、リスクを分散し多様な依存先をつくり、

コモンズを増やし、結果的に有事に強い、柔軟でレジリエンスな都市をつくっていく。
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近代におけるまちづくりは行政と企業が主導、市民は「サービスを利用するお客様」だった。シェアリン

グはITxエコノミーで新たな市民参画・共助のかたちをつくる。

企業

行政

　 市民
サービス、飲食店、
エンターテイメント

公園、公道、公共施設

住居
商業
施設

公共
施設

市民のアセット（スキル・住居・モノ・

時間）をシェア

例
・民泊による観光客との交流
・子育て・介護のシェア
・遊休資産の共有
・災害時のたすけあい
・ペットの散歩・預かりあい

・シェアハウス   
 
利点
・インセンティブ
・デジタルな信用
・必要としている人と
持っている人の可視化  

シェアリングを通じた都市型共助社会の実現
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シェアリングエコノミーの最もの価値は、「つながり」の創出。

市民ひとりひとりが、シェアする主役となり、たすけあいや支え合い、

新たな仕事や地域活性に結びつく。

シェアリングエコノミーは「市民参画型」のまちづくりに大きく貢献する。
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神戸市のシェアエコの取り組み 

提供：神戸市
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神戸市のシェアエコの取り組み 

神戸市 企画調整局つなぐラボ特命係長 長井氏

● シェアリングエコノミー協会 関西支部 
自治体アドバイザー

● シェアリングエコノミー伝道師（第３弾）

シェアリングシティ推進協議会 

自治体ボードメンバーに久元市長
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◯避難・宿泊・休憩スペース、バッテリー、医療・家屋修繕等の専門スキル、フードトラックなど、防災

・復興の現場で不足している様々なリソースを補うシェアエコの活用。

◯災害の緊急時でも「持っている人」と「必要としている人」が直接プラットフォームを

介してつながり、シェア（共有）することができる。

 「たすけあい防災」の先進都市へ 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 「たすけあい防災」の先進都市へ 

シェアリングエコノミーを活用した防災モデルには、部屋の提供や運転の提供など提供者となる市民の参加が重要となるが、そのよう

なホストを育成や事業者との連携スキームの構築が必要となる。

震災を経験した神戸だからこそ、新しい防災のあり方としてデジタルx市民参画型の防災を

シェアリングエコノミーを通じてモデルケースを。

・神戸市の「たすけあい防災」モデル連携協定の策定

・有事の際にホストとなってくれるシェアエコホストの発掘や育成
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 神戸シェアエコ安全ガイドラインの策定 

神戸市の積極的な推進もあり、シェアエコの利用者がこの数年で拡大。一方で市場が拡大するに伴い、トラブルなども

今後発生確率が上がっていく可能性が高い。トラブルの未然防止、また市民に安全に利用してもらう、その安全性を認

知いただくためにも、神戸市独自のシェアエコ利用ガイドラインの策定とその PRをお願いしたい。

・神戸市独自のシェアエコ利用ガイドライン・ハンドブックの策定

・シェアエコ協会と連携した、安全利用にむけた講習・勉強会などの実施

・神戸市のシェアエコ安全性・信頼性向上を果たしつつ社会への浸透・定着を促進

https://www.caa.go.jp/notice/entry/017840/
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 プロ市民の育成と協働 

● プロ市民の育成

自分たちの都市やまちづくりに対して問題意識を持ち、解
決に取り組もうとする市民
★民泊やシェアリングの提供者（ホスト）は
特に関心が強くプロ市民になり得る
★アンバサダー認定制度などの導入

   
● 市民を巻き込んだスマートシティ都市宣言・ガイドラインの

制定
スマートシティが実装された都市の「ビジョン」の策定や、市
民の関わり方やスタンスのガイドライン等をセクターを横断
して策定していく場を設ける。

実装していく担い手は「市民」 

市民がどう主体的に担い手となり持続可能な都市を作れるのか？ 

○「ソウル特別市共有促進委員会」  

企業・非営利・地域団体・マスコミ・市民をによる 官民によ

るガバナンス。共有促進政策の策定、法規や制度の改善

に関する諮問、共有団体や共有企業の指定および支援に

関する審議機能を果たす。  

 

○アムステルダム市 SHARE NL プロジェクト  

自治体と市民・NPOが一緒にシェアリングエコノミー推進プ

ロジェクトのアジェンダを作成、共同宣言。  

 

○イタリア・ボローニャ 「都市のコモンズの管理・再生のための
市民と市の協力条例」 
 
都市管理の条例にはかなりの違いがあり公共の場や公園、使わ
れていない建物など、市民生活に直接影響する公共資産を、市民
が改善したり維持したりすることが、違法であることも少なくない。
この問題を緩和するために、一般の人々の協力を組織的に活用
する条例を2014年制定。 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